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1． はじめに 

 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災においては、茨城県

においては、歴史上稀に見る震災をこうむった 1)。津波

による被害とともに、液状化による被害も顕著であった。

とりわけ、住宅の液状化被害は、図-1 に示すように、沿

岸域、埋め立て地、旧河道において顕著であった 1),2)。 

 

図－1 茨城県における液状化被害分布1),2) 

 

一方、近年，地下水の汲み上げ規制および気候変動に

よると思われる地下水位の上昇が懸念されている3）．地

下水位の上昇に伴って，地震時には液状化が発生する可

能性の高い地域が増加すると考えられる3)．液状化は地

盤の支持力を低下させ，既設構造物の浮上や沈下などの

被害を及ぼすため，都市の防災・減災上，非常に重要で

あるが、既設構造物に液状化対策を施すことは現実的に

は困難な課題である． 

そこで，本研究では，はじめに，地震時における地盤

の地震時液状化現象に伴う構造物沈下挙動に及ぼす地下

水位の影響を調査するために1g場における振動台模型実

験を行った． 

次に，液状化被害を低減するための対応策に関する実

験を同じ試験装置を用いて実施した．本研究では，液状

化対策工法として、特に、連続地中壁工法に着目した．

その理由は連続地中壁工法は，低振動・低騒音のため， 

 

 

 

市街地における既設構造物に適用可能な工法と考えた

ためである4),5)． 

最後に，地震時砂地盤の沈下・変形の抑制の方法とし

て、連続地中壁工法と地下水位低下工法の併用を提案5) 

し，模型実験によってメカニズムの解明とともに、構造

物の沈下低減効果の検証を行った． 

 

２．模型実験の概要 

 

図-2に本研究で使用した振動台模型実験装置を示してい

る．以下に，振動台模型実験装置の概要，実験手順およ

び実験条件を紹介する． 

 

2.1 1g場における 模型実験の概要 

本研究で用いた装置は，模型土槽を振動台に剛結するも

のである．模型土槽は高さ400mm，奥行き200mm，幅1000 

mmであり，作製地盤は高さ390mm，奥行き200mm，幅

1000mmである．地盤材料には豊浦砂 (土粒子の密度

ρs=2.648g/cm3)を用いた．作製したモデル地盤は地震によ

る被害を受けやすい，緩く堆積した地盤を想定し，目標

相対密度Dr=30％とした． 

また，重量構造物を模擬して作製した模型構造物は高

さ160mm，奥行き190mm，幅100mmであり，質量は6280g 

(単位体積重量γ=20.28kN/m3)とし，根入れ深さは構造物

の幅と同じ100mmとした．なお，本文で言う重量構造物

とは，飽和した砂地盤の単位体積重量より大きな単位体

積重量の構造物のことを総称している． 

   地盤と構造物における変状を計測するために，図-2

に示すように,変位計5個，間隙水圧計5個，加速度計3個

を所定の位置に設置した． 

 

2.2 実験手順 

以下に模型実験の手順を示す． 

(1) 炉乾燥法により乾燥させた豊浦砂を空中落下法によ

り、土槽表面から落下させ，地盤高さ 390mm の地

盤を作製した．地盤を作製する際に，地表面から 170，

210，250，290，370，390mm の高さにおいて墨汁で

色を付けた豊浦砂(以下，色砂と称する)を 2mm の厚

さになるまで堆積させた． 

(2) また，地盤の高さが 290mm まで達した時に，砂地 

盤表面に模型構造物を設置した． 
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(3) 図-2 に示した注水装置により，土槽底部から、速度 

0.65mm/min で注水し，水位を地表面まで上昇させた． 

(4) また，地下水位を低下させる場合は，いったん水位

を地表面まで上昇させた後，15 分間放置して，排水

速度 0.65mm/min で土槽底部から排水させ，所定の

位置まで水位が達したことを確認して排水を停止し

た． 

(5) 地下水位上昇(あるいは低下)後，土槽を周波数5Hz

の正弦波，振動加速度200galで6秒間，水平方向に加

振した．加振時においては，図-2に示した計測器に

よって構造物および地盤の鉛直変位，応答加速度，

過剰間隙水圧を測定した． 

 

3．実験結果と考察 

 

本研究では、液状化の危険性のある砂地盤上の既設構

造物の安定性を増大させる方法を提案することにある。

具体的には、このことのために、(i)連続地中壁を打設

する、(ii) 地下水位を低下させる、という二つの方法

を講じることを提案し、その効果を模型実験によって

確認することを目指した。そのために、①連壁の無い

場合、②連壁のある場合の 2 種類の実験を行った。併

せて、地下水位の位置の影響を組み合わせた。実験条

件は表-1 に示すとおりである。 

地下水位の位置は、図-3 に示すように、(i)地表面

にあるとき、(ii)地表面から 100 ㎜の位置（構造物底

面）まで低下させたとき、(iii) 地表面から 200 ㎜の

位置（仮想すべり面底部）まで低下させたとき、の 3

種類とした。一方、地中壁の打設深さは、図-4 に示す

ように、構造物の底面から、0m, 50mm, 100mm, 150mm の

4 種類とした。したがって、地中壁の長さは、それぞ

れ、100mm, 150mm, 200mm, 250mm である。なお、これ

らの条件に加えて、表-1 に示したように、構造物の側 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面と地中壁を結合させる場合と結合させない場合につい

ても実験条件の中に取り入れた。 

  

 

 

表-1 模型実験条件  

No. 
連続地中壁の条件 地下水位

の位置 
(mm) 

根入れ深さ

(mm) 
結合の有無 

Case1-1 0(無対策) 

無 
0 

(地表面) 

Case1-2 50 
Case1-3 100 
Case1-4 150 
Case2-1 50 

有 Case2-2 100 
Case2-3 150 
Case3-1 0 

無 
100 

(構造物底

部) 

Case3-2 50 
Case3-3 100 
Case3-4 150 
Case4-1 0 

無 
200 

(すべり面

底部) 

Case4-2 50 
Case4-3 100 
Case4-4 150 
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図-3 地下水位の設定    図-4 連続地中壁の設定根   
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3.1 連続地中壁の効果 

（1）地中壁の打設効果 

 

 

図－5は、構造物と地中壁を結合していないモデル地盤

の加振後の構造物の変状に及ぼす地中壁の効果を示した

例である。図-5(a)（地中壁なし（Case1-1））の場合と(b) 
(地中壁あり（Case1-4、壁長：150 ㎜, L/B=1.5）)の場合を

比較してみると、以下のことがわかる。 
i) 地中壁のある場合は、明らかに沈下量を抑制されてい

る。また、側方流動も小さくなっている。 
ii) 同時に、構造物は傾斜することなく安定を保っている。 

 

（2）地中壁と構造物の結合効果 

  一方、同じ長さの地中壁を打設するときに、地中壁と構

造物を結合させた場合の事例は図－6に示すとおりであ

る。この場合の地中壁の根入れ長さは、図-5(b) と同様に、

150 ㎜ である。 

50mm

40.9mm

一体となって沈下している
 

図-6 加振後の構造物の変状に及ぼす地中壁の効果 

（地中壁と構造物の結合あり、Case 2-3, L/B=1.5） 

 

図-6（結合あり）と図-5(b)（結合なし）を比較してみる

と、地中壁と構造物を結合させると、構造物と地中壁と

が一体となって沈下しており、したがって、加振後の沈

下量は地中壁の無い場合（図-5(a)）の構造物の沈下と同

じ程度の大きな沈下が起きている。また、側方流動も結

合していない場合に比べると、大きくなっていて、構造

物は不安定になっている様子がわかる。 

 図-7 は加振時の構造物沈下量と地中壁の関係に及ぼ

す結合の影響をまとめたものである。これから、まず、

値入深さが深いほど、沈下量は小さいことは明らかであ

る。また、少なくとも本実験においては、地中壁と構造

物は結合させずに、独立して敷設する方が地震時におけ

る構造物や地盤の沈下や変形を抑制できと結論される。 

 

 

 

 

図-7 加振時の構造物沈下量と地中壁の関係に及ぼ

す結合の影響 

 

（2）地下水位低下の効果 

 

図-8 地下水位が加振時の構造物沈下量に及ぼす影響 

 

地震時における液状化の影響を低減させるために、地

50mm

41.2mm

  
50mm

11.9mm

 
(a) 地中壁なし（Case1-1）                             (b) 地中壁あり（Case1-4、壁長：150 ㎜, L/B=1.5）

図-5 加振後の構造物の変状に及ぼす地中壁の効果（地中壁と構造物の結合なし） 
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下水位を低下させる方法が効果のあることは広く認めら

れている。ここでも、同様の効果が認められるかを検証

してみる。 

図-8 は地下水位が地表面(0mm)から,構造物底面

(100mm), 仮想すべり面底面(200mm)にそれぞれ低下させ

た場合の地下水位低下と構造物の沈下量の関係を示した

ものである。明らかに地下水位の低下に伴って沈下量は

直線的に低下していることがわかる。 

 

(3) 地中壁打設と地下水位低下の併用効果 

以上の結果から、地中壁打設と地下水位低下の併用

が地震時構造物の変状の低減に一層の効果があると予測

されることからこのことを検討した結果を示してみよう。 

図-9 と図-10 は、それぞれ、地下水位の位置と地中

壁の値入深さをパラメータにして、それぞれが構造物の

沈下量に及ぼす影響について整理したものである。これ 

 

 
図-9 構造物の沈下量と地中壁根入れ深さの関係に及ぼ

す地下水位の影響 
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図-10 構造物の沈下量と地下水位の関係に及ぼす地中壁

の根入深さの影響 

 

らから、以下のことが指摘できる。 

1) 連続地中壁工法と地下水位低下工法を併用した場合，

連続地中壁の根入れ深さを増加させ，地下水位を低下さ

せることにより，地震時の構造物の沈下を抑制できる．

また，これら 2 種類の工法を併用することによって，各々

の工法を単独で用いる場合より大きな抑制効果を発揮す

る．この要因は，連続地中壁工法による地盤の側方流動

を拘束する効果と，地下水位低下工法による液状化の発

生を抑制する効果の両方が発揮されたためと考えられる． 

2) 連続地中壁を非液状化層まで根入れした場合の沈下

量と，地下水位を仮想すべり面底部まで低下させ，連続

地中壁を仮想すべり面底部以深まで根入れする場合の沈

下量はほぼ同程度である．このことから，両者には同等

の沈下抑制効果があると考えられる．そのため，埋設管

などが存在し，連続地中壁が非液状化層まで根入れ出来

ない場合においても，連続地中壁工法と地下水位低下工

法を併用することにより，液状化対策として十分な対策

効果を発揮すると考えられる． 

 

４．まとめ 

 

1）地震時砂地盤上の構造物の沈下・変形の抑制の方法と

して、連続地中壁工法と地下水位低下工法を併用する方

法提案した。 

2）この方法の妥当性を模型実験によって検証を行い、と

りわけ、構造物の沈下低減に対してこの方法が効果的で

あることを実証した． 

3）施工にあたっては、構造物と地中壁を連結する必要の

ないことも確認した。 
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